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【措置法第 70条の２の２((直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税))関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新設） 

（説明） 

令和元年度税制改正において、直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課

税措置（措置法第70条の２の２((直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課

税))の規定をいう。）について、信託等をする日の属する年の前年分の受贈者の合計所得金額（所

得税に係る所得税法第２条第１項第30号((定義))の合計所得金額をいう。以下70の２の２―３の

２において同じ。）が1,000万円を超える場合には、平成31年４月１日以後に、当該信託等により

取得した信託受益権又は金銭等について、本措置の適用を受けることができないこととされた（措

法70の２の２①④、平成31年改正法附則79③）。 

したがって、受贈者が贈与者から信託受益権又は金銭等の取得（平成31年４月１日以後の取得

に限る。）をした日の属する年（70の２の２―３の２において「特定年」という。）の前年分の

当該受贈者の合計所得金額が1,000万円を超えていた場合には、特定年分の合計所得金額が1,000

万円以下であっても、当該取得をした信託受益権又は金銭等の価額について、本措置の適用を受

けることはできないこととなる。ただし、当該特定年の翌年に追加で取得した信託受益権又は金

銭等については、当該特定年分の合計所得金額が1,000万円以下であるため、本措置の適用を受け

ることができる。 

本通達は、これらのことを留意的に明らかにした。 

 

 

 
 

 

  

X年
（特定年）

取
得

合計所得金額

1,000万円超

適用不可

X＋１年X－１年

合計所得金額

1,000万円以下

適用可

取
得

信託受益権等信託受益権等

（注）上記の取得は平成31年４月１日以後の取得に限る。

（信託受益権等を取得した日の属する年の前年分の所得税に係る合計所得金額が1,000万円を超え

ていた場合） 

70の２の２―３の２ 受贈者が贈与者から信託受益権又は金銭等の取得（平成31年４月１日以後の

取得に限る。）をした日の属する年（70の２の２―３の２において「特定年」という。）の前年

分の当該受贈者の所得税に係る所得税法第２条第１項第30号の合計所得金額（以下70の２の２―

３の２において「合計所得金額」という。）が1,000万円を超えていた場合には、特定年分の合計

所得金額が1,000万円以下であっても、当該取得をした信託受益権又は金銭等の価額について、

措置法第70条の２の２第１項本文の規定の適用を受けることはできないことに留意する。ただ

し、当該特定年の翌年に取得した信託受益権又は金銭等については、当該特定年分の合計所得金

額が1,000万円以下であるため、同項本文の規定の適用を受けることができることに留意する。 
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（教育資金管理契約の終了の日までに贈与者が死亡した場合の相続税の課税関係等） 

70 の２の２―９ 贈与者が措置法第 70条の２の２第１項本文の規定の適用に係る教育資金管理
契約に基づき信託をした日、同項本文の規定の適用に係る教育資金管理契約に基づき預金若し
くは貯金をするための金銭の書面による贈与をした日又は同項本文の規定の適用に係る教育資

金管理契約に基づき有価証券の購入をするための金銭等の書面による贈与をした日からこれら
の教育資金管理契約の終了の日までの間に、当該贈与者が死亡した場合の相続税の課税関係等
は、次のとおりとなることに留意する。 

１ 当該贈与者の死亡前３年以内に、受贈者が、当該贈与者の行為により信託受益権を取得した
場合、当該贈与者からの書面による贈与により取得した金銭を銀行等の営業所等において預
金若しくは貯金として預入をした場合又は当該贈与者からの書面による贈与により取得した

金銭等で金融商品取引業者の営業所等において有価証券を購入した場合において、当該受贈
者が当該信託受益権、金銭又は金銭等の価額について措置法第 70 条の２の２第１項本文の規
定の適用を受けたとき 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるところによる。 

(注) 上記の「取得」は、平成 31 年４月１日以後の取得に限ることに留意する。 
⑴ 当該受贈者が贈与者の死亡の日において特定事由のいずれにも該当しない場合 次のイ

からホまでに定めるところによる。 

（注）上記の「特定事由」とは次に掲げる場合（ロ又はハに掲げる場合に該当する場合にあっ
ては、当該受贈者がその旨を明らかにする書類を次のイの贈与者死亡の届出と併せて提
出した場合に限る。）をいう。 

① 23 歳未満である場合 
② 学校等に在学している場合 
③ 雇用保険法第60条の２第１項((教育訓練給付金))に規定する教育訓練を受けている

場合 
イ  贈与者死亡の届出（措置法第 70 条の２の２第 10項第１号） 

当該贈与者に係る受贈者は、当該贈与者が死亡した事実を知った場合には、速やかに、

当該贈与者が死亡した旨を取扱金融機関の営業所等に届け出なければならない。 
ロ 管理残額の相続税課税（措置法第 70 条の２の２第 10 項第２号） 

当該贈与者に係る受贈者については、当該贈与者が死亡した日において非課税拠出額

から教育資金支出額（措置法第 70 条の２の２第 17 項の規定による訂正があった場合に
は、その訂正後のものとし、同条第２項第１号ロに掲げる教育を受けるために学校等以外
の者に直接支払われる金銭については、500 万円を限度とする。以下 70の２の２―10ま

でにおいて同じ。）を控除した残額として計算した金額（以下 70 の２の２―10 までにお
いて「管理残額」という。）を当該贈与者から相続（当該受贈者が当該贈与者の相続人以
外の者である場合には、遺贈。以下 70 の２の２―９(ホを除く。)において同じ。）により

取得したものとみなして、相続税法その他の相続税に関する法令の規定を適用する。この
場合において、管理残額は、次の算式により算出した金額である。  

 

 
(注)１ 当該贈与者の死亡の日前に措置法第70条の２の２第10項第２号の規定により相続

により取得したものとみなされた金額がある場合には、当該みなされた金額を含むこ
とに留意する。 

２ 平成 31 年４月１日前に取得をした信託受益権又は金銭等は含まれないことに留意

する。 
３ 当該贈与者の死亡の日前に死亡した他の贈与者がある場合において、その死亡につ
き措置法第 70条の２の２第 10項第２号の規定の適用があったときは、当該非課税拠

出額から当該他の贈与者から取得をした信託受益権又は金銭等（当該他の贈与者の死
亡前３年以内に取得をしたもの(※)に限る。）のうち同条第１項本文の規定の適用を
受けて贈与税の課税価格に算入しなかった金額に相当する部分の価額を控除した残

額となることに留意する。 
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（新設）  
(説明） 
 令和元年度税制改正において、信託等をした日から教育資金管理契約の終了の日までの間に贈与者
が死亡した一定の場合には、その死亡の日における管理残額を、当該受贈者が当該贈与者から相続又
は遺贈により取得したものとみなすなどの措置が講じられた（下表参照）。 

《表》契約終了日までに贈与者が死亡した場合の相続税の課税関係等 

 

イ 死亡届の提出
ロ 管理残額の相

続税課税
ハ 非課税適用額の
３年以内贈与加算

ニ 管理残額部
分の２割加算

ホ 相続財産を取得
していない者の３
年以内贈与加算

１ H31.4.1以後、
死亡前３年以内の
贈与等で、非課税
の適用をした場合

(1) 受贈者が特定事
由※のいずれにも
該当しないとき

必要 課税あり 加算なし 加算なし 加算なし

(2)受贈者が特定事由
※のいずれかに該
当するとき

必要 課税なし 加算なし － －

２ 上記１以外の場合 不要 課税なし 加算なし － －

※特定事由とは、次の場合（②又は③に該当する場合には、受贈者がその旨を明らかにする書類を上記イの死亡届と併せて提出した場合に限る。）をいう。
①23歳未満である場合、②学校等に在学している場合、③雇用保険法第60条の２第１項に規定する教育訓練を受けている場合

※ 平成31年４月１日前に取得をした信託受益権又は金銭等は含まれないことに留
意する。 

ハ 非課税適用額の相続開始前３年以内贈与加算等（措置法令第 40 条の４の３第 18 項
等） 
措置法第70条の２の２第１項本文の規定の適用を受け贈与税の課税価格に算入しな

かった金額については、相続税法第 19 条第１項、第 21 条の 15 第１項及び第 21 条の
16 第１項の規定の適用がない。 

ニ 相続税額の２割加算（措置法第 70条の２の２第 10項第４号） 

管理残額を相続により取得したものとみなされる場合における相続税法第18条((相
続税額の加算))の規定の適用により受贈者に係る相続税額に加算する金額の計算に
ついては、次に掲げる算式により行う。   
 
 
 
 

 
(注) 管理残額に対応する相続税額は、次の算式により算出する。  

 
 

 
Ａ＝管理残額 
Ｂ＝当該受贈者の相続税の課税価格 

Ａ／Ｂの割合が１を超える場合には、１とする。 
ホ 管理残額以外の財産を取得しなかった者の相続開始前３年以内贈与加算（措置法第

70 条の２の２第 10項第５号） 

当該贈与者から相続又は遺贈により管理残額以外の財産を取得しなかった受贈者
（当該受贈者が当該贈与者に係る相続時精算課税適用者である場合を除く。）について
は、相続税法第 19条の規定の適用がない。 

 ⑵ 当該受贈者が贈与者の死亡の日において上記⑴の特定事由のいずれかに該当する場合 
 上記⑴イ((贈与者死亡の届出)）及びハ((非課税適用額の相続開始前３年以内贈与加算
等))に同じ。 

(注) 上記⑴ロ((管理残額の相続税課税)）(ニ（(相続税額の２割加算)）及びホ((管理残額以
外の財産を取得しなかった者の相続開始前３年以内贈与加算)）を含む。）の適用はないこ
とに留意する。 

２ 上記１に掲げる場合以外の場合 上記⑴ハ((非課税適用額の相続開始前３年以内贈与加算
等))に同じ。 
(注) 上記⑴イ((贈与者死亡の届出))及びロ((管理残額の相続税課税)）(ニ((相続税額の２割

加算))及びホ（(管理残額以外の財産を取得しなかった者の相続開始前３年以内贈与加算))
を含む。）の適用はないことに留意する。 

  

＝ 
受贈者に係
る相続税額
に加算する
金額 

受贈者に係る相
続税法第 17 条
の規定により算
出した相続税額 

管理残額
に対応す
る相続税
額（注） 

－ × 20 
100 

 
受贈者に係る相続税法第17条の
規定により算出した相続税額 

× 
Ａ 

Ｂ 
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具体的に、贈与者が措置法第 70 条の２の２第１項本文の規定の適用に係る教育資金管理契約に基

づき信託をした日、同項本文の規定の適用に係る教育資金管理契約に基づき預金若しくは貯金をす

るための金銭の書面による贈与をした日又は同項本文の規定の適用に係る教育資金管理契約に基づ

き有価証券の購入をするための金銭等の書面による贈与をした日からこれらの教育資金管理契約の

終了の日までの間に、当該贈与者が死亡した場合の相続税の課税関係等は、次のとおりとなる。本通

達ではこのことを留意的に明らかにした。   
１ 当該贈与者の死亡前３年以内に、受贈者が、当該贈与者の行為により信託受益権を取得した場

合、当該贈与者からの書面による贈与により取得した金銭を銀行等の営業所等において預金若し

くは貯金として預入をした場合又は当該贈与者からの書面による贈与により取得した金銭等で

金融商品取引業者の営業所等において有価証券を購入した場合において、当該受贈者が当該信託

受益権、金銭又は金銭等の価額について措置法第 70 条の２の２第１項本文の規定の適用を受け

たとき 次の⑴及び⑵に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるところによる。 

(注) 上記の「取得」は、平成 31 年４月１日以後の取得に限る。  
⑴ 当該受贈者が贈与者の死亡の日において特定事由のいずれにも該当しない場合 次のイか

らホまでに定めるところによる。 

（注）上記の「特定事由」とは次に掲げる場合（②又は③に掲げる場合に該当する場合にあって

は、当該受贈者がその旨を明らかにする書類を次のイの贈与者死亡の届出と併せて提出した

場合に限る。）をいう。 

①23 歳未満である場合 

②学校等に在学している場合 

③雇用保険法第 60条の２第１項((教育訓練給付金))に規定する教育訓練を受けている場合 
 
イ 贈与者死亡の届出（措置法第 70条の２の２第 10 項第１号） 

当該贈与者に係る受贈者は、当該贈与者が死亡した事実を知った場合には、速やかに、当

該贈与者が死亡した旨を取扱金融機関の営業所等に届け出なければならない。 
 

ロ 管理残額の相続税課税（措置法第 70条の２の２第 10項第２号） 

当該贈与者に係る受贈者については、当該贈与者が死亡した日において非課税拠出額から

教育資金支出額（措置法第 70 条の２の２第 17 項の規定による訂正があった場合には、その

訂正後のものとし、同条第２項第１号ロに掲げる教育を受けるために学校等以外の者に直接

支払われる金銭については、500 万円を限度とする。以下 70 の２の２―10 までにおいて同

じ。）を控除した残額として計算した金額（以下 70 の２の２―10までにおいて「管理残額」

という。）を当該贈与者から相続（当該受贈者が当該贈与者の相続人以外の者である場合に

は、遺贈。以下 70の２の２―９(ホを除く。)において同じ。）により取得したものとみなし

て、相続税法その他の相続税に関する法令の規定を適用する。この場合において、管理残額

は、次の算式により算出した金額である。 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

(注)１ 当該贈与者の死亡の日前に措置法第70条の２の２第10項第２号の規定により相続

により取得したものとみなされた金額がある場合には、当該みなされた金額を含むこ

とに留意する。 

２ 平成31年４月１日前に取得をした信託受益権又は金銭等は含まれないことに留意

する。 

贈与者が死亡した日における

教育資金管理契約に係る非課

税拠出額 

― 
贈与者が死亡した日における教

育資金管理契約に係る教育資金

支出額(注１) 

死亡した贈与者から取得した信託受益権又は金銭等(その死

亡前３年以内に取得をしたもの（注２）に限る。)のうち措置

法第 70 条の２の２第１項本文の規定の適用を受け、贈与税

の課税価格に算入しなかった金額に相当する部分の価額 
× 

非課税拠出額（注３） 
＝管理残額 
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３ 当該贈与者の死亡の日前に死亡した他の贈与者がある場合において、その死亡につ

き措置法第70条の２の２第10項第２号の規定の適用があったときは、当該非課税拠出

額から当該他の贈与者から取得をした信託受益権又は金銭等（当該他の贈与者の死亡

前３年以内に取得をしたもの(※)に限る。）のうち同条第１項本文の規定の適用を受

けて贈与税の課税価格に算入しなかった金額に相当する部分の価額を控除した残額

となることに留意する。 

※ 平成31年４月１日前に取得をした信託受益権又は金銭等は含まれないことに留

意する。 

   

【計算例】Ａ、Ｂ及びＣからそれぞれ次の贈与を受けて措置法第70条の２の２第１項本文

の規定の適用を受けていた場合（特定事由には該当していない。） 
 

Ａ…300万円（Ａの相続開始前３年以内、かつ、平成31年４月１日以後の贈与） 

Ｂ…500万円（Ｂの相続開始前３年以内、かつ、平成31年４月１日以後の贈与） 

Ｃ…200万円（Ｃの相続開始の３年前の贈与又は平成31年３月31日以前の贈与） 

 

 
  

ハ 非課税適用額の相続開始前３年以内贈与加算等（措置法令第40条の４の３第18項等） 

  措置法令第40条の４の３第18項の規定により、贈与者が教育資金管理契約に基づき信

託をした日又は教育資金管理契約に基づき預金若しくは貯金の預入若しくは有価証券

の購入をするための金銭等の書面による贈与をした日からこれらの教育資金管理契約

の終了の日までの間に当該贈与者が死亡した場合において、当該贈与者に係る受贈者が

措置法第70条の２の２第１項本文の規定の適用を受けたときは、当該受贈者が当該信託

又は当該贈与により取得をした信託受益権又は金銭等の価額（同項本文の規定の適用を

受けて贈与税の課税価格に算入しなかった金額に相当する部分の価額に限る。）につい

ては、相続税法第19条第１項の規定は、適用しないこととされている。 

また、相続税法第21条の15第１項においては「特定贈与者からの贈与により取得した

財産で同法第21条の９第３項の規定の適用を受けるものの価額を相続税の課税価格に

加算した価額をもって相続税の課税価格とする」と規定され、同法第21条の16第１項に
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おいては「特定贈与者からの贈与により取得した財産で同法第21条の９第３項の規定の

適用を受けるものを当該特定贈与者から相続により取得したものとみなして同法第２

章第１節の規定を適用する」と規定されている。措置法第70条の２の２第１項本文の規

定の適用を受ける信託受益権又は金銭等の価額については、贈与税の課税価格に算入さ

れないため相続税法第21条の９第３項の規定の適用を受ける財産とはなりえないこと

から、同法第21条の15第１項又は第21条の16第１項の規定により贈与者の死亡に係る相

続税の課税価格に算入されることはない。 

  したがって、措置法第70条の２の２第１項本文の規定の適用を受け贈与税の課税価格

に算入しなかった金額については、当該贈与税に係る贈与者が死亡した場合であっても、

当該贈与者の死亡に係る相続税の課税価格の計算において相続税法第19条第１項、第21

条の15第１項及び第21条の16第１項の規定の適用がないこととなる。 
 

  ニ 相続税額の２割加算（措置法第70条の２の２第10項第４号） 

 措置法第70条の２の２第10項第２号の規定により、管理残額が相続又は遺贈により取

得したものとみなされる場合には、当該管理残額に対応する相続税額については、相続

税法第18条の規定による相続税額の２割加算の計算上、同法第17条の規定により算出し

た相続税額から控除することとされている。具体的な計算は次の算式のとおりとなる。 

 

 

 

 

(注) 管理残額に対応する相続税額は、次の算式により算出する。 

 

 

 

Ａ＝管理残額 

Ｂ＝当該受贈者の相続税の課税価格 

Ａ／Ｂの割合が１を超える場合には、１とする。 
 

ホ 管理残額以外の財産を取得しなかった者の相続開始前３年以内贈与加算（措置法第

70条の２の２第10項第５号） 

管理残額が贈与者から相続又は遺贈により取得したものとみなされる場合において、

当該贈与者から相続又は遺贈により管理残額以外の財産を取得しなかった受贈者（当

該受贈者が当該贈与者に係る相続時精算課税適用者である場合を除く。）については、

当該贈与者の相続開始前３年以内に当該贈与者から贈与により財産を取得していたと

しても、当該贈与により取得した財産については、相続税法第19条の規定の適用がな

く、相続税の課税価格に加算しないこととされている。 

 したがって、管理残額が贈与者から相続又は遺贈により取得したものとみなされる場

合において、当該贈与者から相続又は遺贈により管理残額以外の財産を取得した受贈者

は、当該贈与者の相続開始前３年以内に当該贈与者から贈与により取得した財産につい

ては、相続税法第 19 条の規定により、相続税の課税価格に加算されることとなる。 
 

⑵ 当該受贈者が贈与者の死亡の日において上記⑴の特定事由のいずれかに該当する場合 

措置法第 70 条の２の２第 10 項及び第 11 項の規定により、当該贈与者に係る受贈者は、

当該贈与者が死亡した事実を知った場合には、速やかに、当該贈与者が死亡した旨を取扱金融

機関の営業所等に届け出なければならない。なお、上記⑴ロの管理残額の相続税課税（ニの相

続税額の２割加算及びホの管理残額以外の財産を取得しなかった者の相続開始前３年以

内贈与加算を含む。）の適用はない。 

また、非課税適用額（措置法第 70 条の２の２第１項本文の規定の適用を受けた金額を

いう。次の２において同じ。）の相続開始前３年以内贈与加算等の適用関係は上記⑴ハと

同じである。 
 

２ 上記１に掲げる場合以外の場合  

 
＝ 

受贈者に係る

相続税額に加

算する金額 

受贈者に係る相続税

法第 17 条の規定によ

り算出した相続税額 

管理残額に対応

する相続税額(注) － × 
20 

100 

受贈者に係る相続税法第 17 条の

規定により算出した相続税額 
Ａ 

× 
Ｂ 
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上記１に掲げる場合に該当しない場合、例えば、①平成 31 年４月１日前に贈与者から取得

した信託受益権又は金銭等について措置法第 70 条の２の２第１項本文の規定の適用を受け

ている場合において、同日以後に取得した信託受益権又は金銭等について同項本文の規定の

適用を受けたことがないときや、②同日以後に追加で贈与者から取得した信託受益権又は金

銭等について同項本文の規定の適用を受けた場合において、当該信託受益権又は金銭等が当

該贈与者の死亡前３年以内に取得したものでないときについては、上記１⑴イの贈与者死亡

の届出は不要であるほか、上記⑴ロの管理残額の相続税課税（ニの相続税額の２割加算及びホ

の管理残額以外の財産を取得しなかった者の相続開始前３年以内贈与加算を含む。）の適用

もない。 

なお、非課税適用額の相続開始前３年以内贈与加算等の適用関係は上記⑴ハと同じである。 
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（教育資金管理契約が終了した場合の贈与税の課税関係等） 

70の２の２―10 措置法第70条の２の２第12項の規定により教育資金管理契約が終了した場合に

おいて、非課税拠出額から教育資金支出額（同条第10項第２号の規定により相続により取得した

ものとみなされた管理残額を含む。）を控除した残額があるときの当該残額に係る贈与税の課税

関係は、次の表のとおりとなることに留意する。 
 

終  了  事  由 
終了の日におけ
る贈与者の状況 

贈 与 税 の 課 税 関 係 

課税価格へ 
の算入の有無 

課 税 方 式 

⑴ 受贈者が⑵以外の一定の事由(注
1)に該当したこと。 

生 存 有(注３) 
暦年課税又は相続
時精算課税(注４) 

死亡(注２) 有(注３) 暦 年 課 税 

⑵ 受贈者が死亡したこと。  無(注５)  
 
(注)１ 一定の事由とは、次に掲げる事由をいう。 

① 受贈者が30歳に達したこと（当該受贈者が30歳に達した日において学校等に在学し

ている場合又は教育訓練を受けている場合において、受贈者がこれらの場合に該当す

ることについて措置法令第40条の４の３第22項の規定により取扱金融機関の営業所等

に届け出たときを除く。）。 

② 受贈者（30歳以上の者に限る。③において同じ。）が、その年中のいずれかの日にお

いて学校等に在学した日又は雇用保険法第60条の２第１項に規定する教育訓練を受け

た日があることを措置法令第40条の４の３第23項の規定により取扱金融機関の営業所

等に届け出なかったこと。 

③ 受贈者が40歳に達したこと。 

④ 教育資金管理契約に係る信託財産の価額、預金若しくは貯金の額又は有価証券の価

額が零となった場合において、受贈者と取扱金融機関との間で当該教育資金管理契約

を終了させる合意があったこと。 

２ ・・・ 

３ 贈与者が２以上ある場合には、当該残額に次の割合を乗じて算出した金額を各贈与者

（当該教育資金管理契約の終了の日前に当該各贈与者が死亡した場合には、個人）からそ

れぞれ取得をしたものとみなされることに留意する。 
 
各贈与者から取得した信託受益権又は金銭等※１のうち贈与 

税の課税価格に算入しなかった金額に相当する部分の価額 

非課税拠出額※２ 
 
※１ 当該教育資金管理契約の終了の日前に当該各贈与者が死亡した場合において、そ

の死亡につき措置法第70条の２の２第10項第２号の規定の適用があったときは、当

該死亡前３年以内に取得をしたもの(※)を除くことに留意する。 

  ※ 平成31年４月１日前に取得をした信託受益権又は金銭等は含まれないことに留

意する。 

※２ 当該教育資金管理契約の終了の日前に死亡した贈与者がある場合において、その

死亡につき措置法第70条の２の２第10項第２号の規定の適用があったときは、当該

非課税拠出額から当該死亡した贈与者から取得をした信託受益権又は金銭等（当該

死亡前３年以内に取得をしたもの※に限る。）のうち贈与税の課税価格に算入しな

かった金額に相当する部分の価額を控除した残額となることに留意する。 

※ 平成31年４月１日前に取得をした信託受益権又は金銭等は含まれないことに留

意する。 

４ ・・・ 
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※下線部分が改正部分である。 
（改正） 

（説明） 

令和元年度税制改正では、令和元年７月１日以後における教育資金管理契約の終了事由につい

て、受贈者が 30 歳に達した場合でも、その達した日において①学校等に在学している場合又は②

雇用保険法に規定する教育訓練を受けている場合において、受贈者がこれらの場合に該当するこ

とについて措置法令第 40 条の４の３第 22 項の規定により取扱金融機関の営業所等に届け出たと

きは、教育資金管理契約は終了しないものとされた（措法 70 の 2 の 2⑫一）。そして、その達し

た日の翌日以後は、その年中のいずれかの日において学校等に在学した日又は雇用保険法に規定

する教育訓練を受けた日があることを措置法令第 40 条の４の３第 23 項の規定により取扱金融機

関の営業所等に届け出なかった場合におけるその年 12 月 31 日又は当該受贈者が 40 歳に達する

日のいずれか早い日に教育資金管理契約が終了するものとされた（措法 70 の２の２⑫二、三）。 

また、贈与者死亡時における管理残額を受贈者が贈与者から相続又は遺贈により取得したもの

とみなすこととされたことに伴い、教育資金管理契約の終了時における贈与税の課税価格に算入

される価額について所要の規定の整備が行われた（措法 70 の２の２⑬、措令 40 の４の３○24等）。 

これらのことを踏まえ、本通達においても所要の整備を行った。 

 

 
５ 受贈者が死亡したことにより教育資金管理契約が終了した場合には、その死亡の日にお

いて当該残額があるときであっても当該残額については贈与税の課税価格に算入されない

ことに留意する。 


